
 
 

 

環境省  

調査業務を公募 

エアバッグ、 

二次電池のリユース 
 環境省は、自動車に使用される

エアバッグ類とハイブリッド車

（HV）や電気自動車（EV）など

に用いられる二次電池（ニッケル

水素電池、リチウムイオン電池）

のリユース性などを調査する「基

礎調査委託業務」の公募を行う。

これまであまり進んでいなかった

分野のリユース調査事業を行うこ

とで将来的な二酸化炭素（CO2）

排出削減が期待できる低酸素型3R

技術・システム構築に向け可能性

を探る。 

 エアバッグ類は現在、作業の安

全性や騒音といった点から自動車

リサイクル法でリユースが禁止さ

れている。ただ、米国やカナダな

ど、すでにエアバッグの再利用が

行われている国も存在する。また

有害な「アジ化ナトリウム」を使

用したエアバッグは2000年代前半

から生産されておらず、取り巻く

環境は変化しつつある。同省では

このような背景も考慮しながら、

潜在的な供給量やCO2削減効果、

再利用にあたっての経済性、社会

的影響などを評価項目とする予

定。 

 一方で、HVやEVの普及に伴っ

て再利用の重要性が高まってきた

二次電池は、再利用がほとんど進

んでいない状況だ。HVの中古車市

場拡大につながらず使用年数が低

下するという指摘もあることか

ら、今回の調査を実施する。再利

用した場合の需要量や天然資源の

消費抑制効果などの基本的な調査

項目を設け、リユース性を検討す

る。両調査ともに、関係事業者や

学識経験者などへのアンケートや

ヒアリングを行い、第三者視点か

らの評価を求める。 
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ＥＬＶ発生増加続く 
ASEAN 主要6カ国 環境問題徐々に 

矢野経済研究所 調査 

矢野経済研究所（水越孝社長、東

京都中野区）はこのほど、「ASEAN

主要6か国の自動車リサイクルに関す

る調査結果2014」を公表した。調査

結果によると、主要６カ国（タイ、

インドネシア、フィリピン、マレー

シア、ベトナム、ミャンマー）合計

の2013年使用済み自動車（ELV）発

生台数は42.2万台という結果になっ

た。 

 同社では「自動車の平均使用年

数が長く、かつ各国の新車販売台数

は増加を続けている」ことから、20

年には主要６カ国のELV発生台数が

98.3万台にまで達する見通しを示し

た。 

 現在６カ国の自動車保有台数は同

社によると約５千万台。ただ、ELV

の適正処理など静脈部分のインフラ

整備がされておらず、環境問題が台

数増加に伴って課題となりつつあ

る。また、レアメタルなどの希少金

属の発生量も今後増えていき、資源

回収という部分でも重要性が高まっ

ていくと見られる。各国では、日本

のようなELVの適正処理が事業とし 
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CO2削減数値（SPLシステム） 

リユースパーツ使用による 

CO2削減効果参考値 
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2,988t 
※一般、中・大型含む車を修理す

る際、新品部品を使用して修理す

る場合に出るCO2排出量とリサイ

クル部品を使用して修理する場合

のCO2排出量の差がCO2削減数値

になります。 

 

一般社団法人日本自動車リサイク

ル部品協議会と早稲田大学環境総

合研究センターがLCA（ライフ・

サイクル・アセスメント）の考え

方に基づき共同開発した「グリー

ンポイントシステム」より参照。 



―前ページの続き 

 

て確立されておらず、技術・知識の両

方でこれから発展が望まれるところ

だ。 

 自動車リサイクルを巡っては世界的

に見ても、先進国と途上国の間で大き

な差が開いている。10月に北海道釧路

市で行われた「自動車リサイクラーズ

国際会議（IRT）」（主催＝NPO法人

全日本自動車リサイクル事業連合）で

は、日本などの先進国が途上国に対し

てシステム等の基礎的な部分の構築を

主導的立場で進めていく必要性が浮き

彫りになった。一方で、今回の結果か

らも、改めて国内のリサイクル事業者

にとって東南アジア市場での可能性を

示すこととなった。 

日刊自動車新聞 11月13日（木） 

イメージ戦略や 

企業広報など学ぶ 

BEST マーケティング

研修会 

BESTリサイクラーズアライアンス

はこのほど、JARA本社会議室で、経

営者や管理職を対象とした「マーケ

ティング研修会」を開催、加盟各団体

から経営幹部ら22人が参加した。 

 全5回のうち、最終回となる今回の

研修会では会社のイメージ戦略や企業

広報などについて学んだ。講師役の北

島宗尚JARA社長はツールとして強い

武器となる名刺の有効な活用方法やマ

スメディア（テレビ・ラ

ジオ・ネット・地元紙）

を活用した自社の後方

（記事戦略）・宣伝活動

について幅広く解説し

た。 

 ま た、二 酸 化 炭 素

（CO2）削減の見える化

や工場周辺の清掃活動ま

で広い意味での「環境」

問題にどう取り組むか、

工場見学受け入れなど地

域社会とどう向き合う

か、何を発信していくか

など参考になる様々な事例を交えて紹

介した。 

 研修は、アライアンスに参加する会

員各社の経営力や組織力向上、さらに

業界で生き残るための強い経営体質を

身に付けてもらおうと開催しているも

の。北島社長は「もう一歩踏み込んで

自社をPRしていくことが重要だ。商品

の値段だけの勝負にならないよう他社

と差別化をする方法を考えていこう」

と話した。 
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キャレックが新倉庫開設 

関連業者から一般まで全

方位で営業強化 
 

自動車リサイクル大手のキャレック

（渡邊和寛社長）は、いわき市内の本

社隣接地に新倉庫を開設、リサイクル

部品の在庫など施設能力を大幅に増強

する。新倉庫を国内向けの部品在庫専

用とし、既存の

倉庫・工場では

海外向け在庫と

解体リサイクル

作業を強化、合

理化する。同時

に タ イ ヤ、ホ

イールなど一般

ユーザー向けの

小売スペースを

新たに設置、集

客型ビジネスを

本格化する。自

動車関連業者か

ら一般ユーザー

まで、間口の広

い営業体制を整え、事業基盤をより強

固なものとしていく。 

 新倉庫は約1万平方メートルの用地

に、今年初めから建設を進めていた。

建物面積は1590平方メートル。建物や

自動化機器（自動倉庫）などの主要施

設は7月までに完成しており、現在は

既存倉庫・工場との機能分担のための

最終作業を進めている。新倉庫を国内

向け部品専用とし、近く新体制での業

務を本格化する。在庫点数は現状の1

万5千点から2万点まで増やし、より迅

速な販売、供給体制とする。 

 一方、既存の倉庫・工場は海外向け

の部品在庫と解体・リサイクル業務に

振り向け、特に部品在庫はラック配置

などを工夫し、効率的な業務を徹底す

る。在庫量は国際規格コンテナ（40

フィート）で2～3個相当を常に維持し

ていく。 

 また、既存倉庫では、新たな取り組

みとして、タイヤ・ホイールなど一般

ユーザーのニーズが高い商品の専用ス

ペースを新たに設置。小売店舗を意識

し、見せる在庫、陳列を実践して、集

客型のビジネスを展開、販売拡大に結

びつける。 

 同社では、新車販売や中古車流通の

低迷により、リサイクル事業の環境が

厳しくなっているため、より付加価値

の高い商品、サービスを強化する方

針。今回の施設拡張と販売力の強化も

こうした取り組みの一環で、自動車関

係事業者から一般ユーザーまで、全方

位で営業体制を強化していく。 
 

日刊自動車新聞 11月11日（火）  





 


